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○新温泉町空き家等相続登記支援補助金交付要綱 

令和６年３月25日告示第51号 

新温泉町空き家等相続登記支援補助金交付要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、相続した空き家等の相続登記を実施する場合に、空き家等の管理者等に対し、

その経費の一部を予算の範囲内において補助することにより、町内にある遊休資産の有効活用を

図るとともに、管理者等の所在不明による管理不全空き家化の予防を推進し、町民の生活環境の

保全並びに防災及び防犯に資することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところに

よる。 

(１) 空き家等 町内に存する建物で、おおむね１年以上居住者がいない居住の用に供する戸建

ての住宅（店舗等の用に供する部分の床面積が延べ床面積の２分の１未満の店舗兼用住宅も含

む。）をいう。 

(２) 一団の土地 客観的に一区画をなしていると認められる土地の区域をいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、補助金の交付の対象と

なる空き家等（以下「補助対象空き家等」という。）の相続人で新たな名義人となる者とする。 

２ 補助対象者は、次の各号の全ての要件を満たすものとする。 

(１) 町税、町使用料金等に滞納がない者 

(２) 新温泉町暴力団排除条例（平成24年新温泉町条例第17号）第２条第２号に規定する暴力団

員（以下「暴力団員」という。）でない者 

(３) 新温泉町暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団又は暴力団員と密接な関係を有す

るものでない者 

（補助要件） 

第４条 補助対象空き家等は、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

(１) 町内に存し、おおむね１年以上使用されていないもの。ただし、空き家が定着している同

一の敷地又は一団の土地に定着している建築物を使用している場合は除く。 

(２) 個人が所有しているもの 

(３) 現に賃貸又は売買目的で管理している建築物でないもの 
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(４) 現に登記されているもの 

（補助対象経費） 

第５条 補助金の交付対象として認める経費等は、補助対象空き家等の相続登記をするために必要

な次の各号のいずれにも該当するものとする。 

(１) 司法書士及び弁護士に係る委託料 

(２) 登記事項証明書の取得費用及び登録免許税 

(３) 相続関係説明図及び相続協議書の作成に係る戸籍謄本、住民票などの手数料及び通信運搬

費等 

(４) 補助金の交付の決定後に着手し、交付申請をした日の属する年度の３月31日までに完了す

ることができること。 

２ 前項の経費のうち、本補助金以外に国、県、市町村から補助等を受ける経費については、前項

の規定にかかわらず補助対象外とする。 

（補助金の額） 

第６条 補助金の額は、補助対象経費に相当する額に３分の１を乗じて得た額（1,000円未満の端数

を切り捨てた額）とし、５万円を限度とする。なお、同一被相続人等に対する補助は、５万円を

上限とする。 

（補助金の交付申請） 

第７条 交付申請をしようとする者は、補助対象事業の実施前に新温泉町空き家等相続登記支援補

助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる関係書類を添付し、町長に提出しなければならない。 

(１) 本人を確認できる書類 

(２) 補助申請をしようとする家屋及び土地の登記事項証明書 

(３) 位置図 

(４) 経費見積書 

(５) 所得証明書 

(６) 町税の納税証明書等 

(７) その他町長が必要と認める書類 

（補助金の交付決定） 

第８条 町長は、前条に規定する申請書を受理したときは、その内容を審査し、交付の可否を新温

泉町空き家等相続登記支援補助金交付（不交付）決定通知書（様式第２号）により補助対象者に

通知するものとする。 
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２ 町長は、補助金の交付の決定に当たり必要な条件を付すことができる。 

（交付申請の取下げ） 

第９条 補助金の交付申請の取下げは、新温泉町空き家等相続登記支援補助金取下げ承認申請書（様

式第３号）により、町長に提出しなければならない。 

（申請内容の変更） 

第10条 補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助決定者」という。）が申請の変更をしようと

するときは、新温泉町空き家等相続登記支援補助金変更承認申請書（様式第４号）を町長に提出

しなければならない。 

（変更交付決定） 

第11条 町長は、前条の申請があった場合において、その内容を審査し、変更交付の可否を新温泉

町空き家等相続登記支援補助金変更交付決定通知書（様式第５号）により補助決定者に通知する

ものとする。 

２ 町長は、前項の規定による変更を決定する場合において、当初の交付決定内容及びこれに付し

た条件等を変更することができる。 

（補助金の実績報告） 

第12条 補助決定者は、補助対象事業が完了した日から起算して14日を経過した日又は補助金の交

付の決定のあった日の属する年度の３月31日のいずれか早い日までに、新温泉町空き家等相続登

記支援補助金実績報告書（様式第６号）に次に掲げる書類を添付し、町長に提出しなければなら

ない。 

(１) 空き家等の相続登記に係る請求書又は領収書の写し 

(２) 相続登記したことが分かる相続関係説明図及び登記簿謄本（登記事項証明書） 

(３) その他町長が必要と認める書類 

（補助金の額の確定） 

第13条 町長は、前条の規定による実績報告を受けたときは、速やかにその内容を審査の上、交付

すべき補助金の額を確定し、新温泉町空き家等相続登記支援補助金交付額確定通知書（様式第７

号）により補助決定者に通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第14条 補助決定者は、前条の規定による確定通知書を受け取った日から起算して20日以内に新温

泉町空き家等相続登記支援補助金交付請求書（様式第８号）を町長に提出しなければならない。 

（交付決定の取消し） 
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第15条 町長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、補助金の交付の決

定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(１) 虚偽その他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。 

(２) 補助金の交付決定の内容に違反したとき。 

(３) この要綱又は関係法令に違反したとき。 

(４) その他町長が補助金を交付することが不適当と認めたとき。 

２ 町長は、補助金の交付の決定を取り消したときは、新温泉町空き家等相続登記支援補助金交付

決定取消通知書（様式第９号）により、交付決定者に通知するものとする。 

（補助金の返還） 

第16条 町長は、補助金の交付の決定を取り消した場合において、その取消しに係る部分に関し、

既に補助金を交付しているときは、期限を定めてその返還を命じ補助金返還請求書（様式第10号）

により請求するものとする。 

（調査等） 

第17条 町長は、必要があると認めるときは、補助決定者に必要な事項について報告させ、又は帳

簿書類その他の物件を調査させることができる。 

（その他） 

第18条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

附 則

この告示は、令和６年４月１日から施行する。 
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様式第１号（第７条関係） 
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様式第２号（第８条関係） 
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様式第３号（第９条関係） 
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様式第４号（第10条関係） 
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様式第５号（第11条関係） 
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様式第６号（第12条関係） 
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様式第７号（第13条関係） 
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様式第８号（第14条関係） 
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様式第９号（第15条関係） 
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様式第10号（第16条関係） 


